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9-12　大学共同利用機関法人自然科学研究機構中期目標（第二期，平成 22 〜 27 年度）
（前文）研究機構の基本的な目標
　大学共同利用機関法人自然科学研究機構（以下「本機構」という。）は，宇宙，エネルギー，物質，生命等に関わる自然科学分野
の拠点的研究機関を設置・運営する。
　各機関は，自然科学分野における学術研究の発展を担う拠点として，先端的・学際的領域の学術研究を行い，大学共同利用機関
としての責任を果たすとともに，その成果を発信する機能を果たす。また，国際的に優れた研究成果を上げるため，適切な自己点
検や外部評価を実施する。
　更に，本機構は，大学の要請に基づいて，特色ある大学院教育を推進するとともに，若手研究者の育成に努める。
　これらの基本的な役割を果たすため，本機構の中期目標は以下のとおりとする。

◆	 中期目標の期間及び教育研究組織
　１　中期目標の期間
　　平成２２年４月１日から平成２８年３月３１日までの６年間とする。

　２　大学共同利用機関
　　本機構に，以下の大学共同利用機関を置く。
	 国立天文台
	 核融合科学研究所
	 基礎生物学研究所
	 生理学研究所
	 分子科学研究所

I	 研究機構の教育研究等の質の向上に関する目標
　１　研究に関する目標
　　（１）	 研究水準及び研究の成果等に関する目標

　本機構は，天文学，核融合科学，物質科学，生命科学等の自然科学分野の学術研究を積極的に推進するとともに，各分
野間の連携を図り，優れた研究成果を上げる。
　天文学分野では，大型観測装置等を用いて，優れた研究成果を上げるとともに，理論的研究，先端的観測装置等の開発
研究並びに必要な事業を行う。
　暦書編製を行い，中央標準時の決定及び現示を行う。
　国立天文台は，アメリカ合衆国に設置したハワイ観測所，チリ共和国に設置したアルマ推進室チリ事務所においても業
務運営を円滑に実施する。
　核融合科学分野では，我が国における核融合科学研究の中枢機関として，大学や研究機関と共に核融合科学及び関連理
工学の学術的体系化と発展を図る。環境安全性に優れた制御熱核融合の実現に向けて，大型の実験装置や計算機を用いた
共同研究から，国際協力による核融合燃焼実験への支援までを含む日本全体の当該研究を推進する。
　基礎生物学分野では，遺伝子・細胞・個体レベルの独創的な研究を推進することにより，生物現象の基本原理に関する
総合的理解を深め，卓越した研究拠点として基礎生物学分野の発展に寄与する。
　生理学分野では，分子から細胞，組織，システム，個体にわたる各レベルにおいて先導的な研究をするとともに，各レ
ベルを有機的に統合し，生体の機能とその仕組み，更にその病態の解明に寄与する。
　分子科学分野では，物質・材料の基本となる分子及び分子集合体の構造，機能，反応に関して，原子・分子及び電子の
レベルにおいて究明することにより，化学現象の一般的法則を構築し，新たな現象や機能を予測，実現する。

　　（２）	 研究実施体制等に関する目標
　先端的で創造的な学術研究を持続的に推進するため，十分な研究体制を確保する。

　２　共同利用・共同研究に関する目標
　　（１）	 共同利用・共同研究の内容・水準に関する目標

　本機構は，各専門分野を先導する中核拠点として，国内外の研究者との共同利用・共同研究を一層推進し，優れた研究
成果を上げる。

　　（２）	 共同利用・共同研究の実施体制等に関する目標
　大学共同利用機関として自然科学分野で今後も着実に研究成果を積み上げ，一層優れたものとするために，現在，必要
とされている共同利用・共同研究の仕組みについては維持し，更に共同利用・共同研究の実績評価や利用者の意見を反映
して改善できる体制を構築する。

　３　教育に関する目標
　　（１）	 大学院への教育協力に関する目標

　本機構の高度な人材・研究環境を活かして，特色ある大学院教育を行う。
	 （２）	 人材養成に関する目標

　自然科学分野で優れた研究成果を生み出せるように，大学院生を含む若手研究者の養成を行う。

　４　その他の目標
　　（１）	 社会との連携や社会貢献に関する目標

　自然科学に対する理解を深める活動や研究成果を還元することで，社会に貢献する。
　　（２）	 国際化に関する目標

　我が国の代表的な自然科学分野の国際的学術拠点として，人材交流を含む国際間の研究交流を推進する。

II	 業務運営の改善及び効率化に関する目標
　１　組織運営の改善に関する目標

　機構長のリーダーシップの下で，事務局及び各機関間の連携により，本機構の適正かつ効果的な運営を推進する。

　２　事務等の効率化・合理化に関する目標
　機構における事務組織について，事務局機能の強化を図り，効率的な体制を構築する。
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III	 財務内容の改善に関する目標
　１　外部研究資金，寄附金その他の自己収入の増加に関する目標

　外部資金等の確保のための情報収集を行い，外部研究資金その他の自己収入の増加に努める。

　２　経費の抑制に関する目標
　　（１）	 人件費の削減

　「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成１８年法律第 47 号）に基づき，平成１８年度
以降の５年間において国家公務員に準じた人件費削減を行う。更に，「経済財政運営と構造改革に関する基本方針 2006」（平
成１８年７月７日閣議決定）に基づき，国家公務員の改革を踏まえ，人件費改革を平成２３年度まで継続する。

　　（２）	 人件費以外の経費の削減
　適切な財務基盤の確立の観点から，業務，管理運営等について見直しを行い，効率的かつ効果的な予算執行を行う。

　３　資産の運用管理の改善に関する目標
　資産については，その種類に応じて効率的かつ効果的な運用管理を行う。

IV	 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標
　１　評価の充実に関する目標

　国際的に優れた研究成果を上げるために，研究体制，共同利用・共同研究体制や業務運営体制を適宜，見直し，改善・強化
するために自己点検，外部評価等を充実する。

　２　情報公開や情報発信等の推進に関する目標
　本機構の運営内容や研究活動について，適切かつ積極的に国民に対して情報発信や情報公開を行う。

V	 その他業務運営に関する重要目標
　１　施設設備の整備・活用等に関する目標

　本機構の施設整備に係る基本方針及び長期的な構想に基づき，重点的かつ計画的に施設設備の整備・管理を実施し，効率的
かつ効果的な利用を図る。

　２　安全管理に関する目標
　事故及び災害の未然防止等の安全確保対策を推進するとともに，職員の健康を増進することにより，快適な職場環境創りに
積極的に取り組む。また，本機構の情報セキュリティポリシーに基づき，適切な情報セキュリティ対策を行う。

　３　法令遵守に関する目標
　機構全体として，また，個々の研究者として，研究不正の防止，研究費不正使用の防止，倫理の確保，法令遵守等について，
徹底した対応を行う。




